
地図

・鉄道：ＪＲ山陰本線、JR伯備線、JR境線
・４条バス路線：日本交通㈱、日ノ丸自動車㈱、米子市　　４５系統数
・乗合タクシー：９事業所　　・自家用有償旅客運送（淀江地域）
・福祉移送サービス：福祉有償運送１０事業所
・高齢化率２９．５％（令和２年１０月現在）

　

　平成１７年３月に１市１町が合併
　人口　14.7万人（令和２年１０月現在）
　面積　132.4平方キロメートル

　　

　

　

地域公共交通の現状

米子市の概要

具体的な課題・問題点

地域公共交通の現況

① 自家用車への依存
② 移動の目的地となる施設とバス路線の整合との整合
③ 生活交通の維持・確保
④ 移動ニーズの多様化
⑤ バス停留所・駅の待合環境の改善

・利用実態及び住民ニーズ把握のためのアンケート実施
・関係者へのヒアリング調査実施
・地域公共交通計画(案)の検討
・協議会開催

調査事業の実施

調査事業の概要

米子市地域公共交通会議の構成員

学識経験者　 住民代表　　　　
JR西日本㈱　 日本交通㈱ 　日ノ丸自動車㈱　 鳥取県ハイヤータクシー協会
中国運輸局　 米子警察署 　鳥取県 　米子市

　

　
　

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業　　事業評価
米子市地域公共交通会議　（計画策定事業）の概要

別添４

JR伯備線

JR境線

JR山陰本線



調査事業の結果の概要

地域住民の意見の反映協議会における検討

地域公共交通計画等の計画策定
に向けた方針等

　協議会の開催状況　　　４回開催
・第１回（５月１２日）
　　　 地域公共交通計画策定方針の確認
・第２回（１０月２５日・書面開催）
　　　　市民アンケート結果報告
・第３回（２月７日）
　　　　地域公共交通計画（素案）について

　　　　事業評価について
・第４回（3月予定）
　　　　地域公共交通計画の策定について　

・本年度７月に無作為抽出で市内3,102人を対
象にアンケート調査を実施し、850人の回答を
集計（回収率27.4％）。

・交通事業者、自治会・公民館など関係者に対
してヒアリングを実施。

・計画素案を基にパブリックコメントを実施（2月
予定）。

事業実施の適切性

・利用者アンケート、関係者に対するヒアリングを実施し、移動ニーズや公共交通の利用実態、課題等を把握・整理した。
・高齢者率、人口減少の推移を調査し、地域公共交通に関する現状を把握した。　

●事業が計画どおり適切に実施された。
・地域公共交通計画策定に必要な調査が
できた。
・調査結果については、今後取り組む路線
再編等に向けての基礎資料を作成すること
ができた。

公共交通網

目指すべき公共交通ネットワークの将来イメージ

●人口集積地域や集客施設のある区域（居住誘導区域等）：路線変更、
循環線化等の手法を用いて、路線バスを充実。
●中心市街地（都市機能誘導区域の米子駅周辺）：路線バスを充実さ
せつつ、これを補完する形でだんだんバスを運行し、利用者の利便性を確保。
●上記以外の地域：JR駅などの結節点を介し、路線の末端をフィーダー化
(コミュニティバス化)等により、利便性を確保。

バス路線再編の検討の方向性







＜支線＞
定路線または乗合タクシー
を検討するエリア

広域幹線（鉄道）

広域幹線（バス）

広域幹線（空港連絡バス）

準幹線（バス）

＜幹線＞

主要交通結節点

広域乗継拠点

交通結節点

中心市街地形成エリア

＜拠点等＞
出雲須佐

佐田

出雲市駅

江南駅

小田駅 出雲南部

出雲北部

出雲西部

大社

平田

斐川

多伎

湖陵

出雲縁結び
空港

雲州平田駅

出雲大社前駅

荘原駅

川跡駅

将来の公共交通ネットワーク

出雲市のめざす姿（基本目標）を踏まえ、各交通手段や拠点等の機能分担を整理し、将来
の公共交通ネットワークを以下のとおり定めます。



区分 役割と方向性

幹線 市内の地域間、または市内と市外をつなぐ広域交通

広域幹線
（鉄道・バス）

【定義】主に沿線住民や観光客など来訪者の利用を想定した広域交通
• 現状のサービスレベルを維持しながら利用促進を強化する
• 特に路線バスでは、中心市街地形成エリア内の運行経路を改善する

準幹線
（バス）

【定義】主に沿線住民の利用を想定した広域交通
• 通勤・通学時間帯以外の時間帯や休日運行便について、車両のダウンサイジングを検討し、
必要に応じて、増便やダイヤ改変も検討する

支線 各地域内を運行し、幹線や最寄りの拠点等に接続する地域内交通

定路線

【定義】主に沿線住民の利用を想定し、定められたルートを運行する地域内交通
• 通勤・通学時間帯の運行を確保する
• 通勤・通学時間帯以外の時間帯や休日運行便は、車両のダウンサイジングを検討する
• 新たに乗合タクシーを導入する場合は、その地域の路線の便数やダイヤの改変も検討する

乗合タクシー

【定義】主に沿線住民の利用を想定し、区域内をルートを定めず運行する地域内交通
• ドアツードアによる乗合タクシーの導入を検討する
• 運行エリアはコミュニティセンター単位を基本に、地域の実情に応じて複数のコミュニティ
センターエリアを合わせて運行することも検討する
• 目的地はエリア内の店舗や病院、拠点等を設定する

スクールバス
• 学校から離れた場所に居住する小学生や中学生が安全に登下校するための移動手段
• 現在の運行を維持しつつ、必要に応じて公共交通施策との連携を図る

タクシー
• 地域住民や観光客の個別の移動ニーズに対応する移動手段
• 乗合タクシーにおける車両の活用等の点で事業者と連携し、事業継続を図る

■ 各交通の役割と方向性

区分 役割と対象

主要交通結節点
【役割】市内外からの移動の拠点であり、かつ広域幹線や準幹線、支線の結節点として

乗り換えを行う場所
【対象拠点】出雲市駅

広域乗継拠点
【役割】国内外からの移動の拠点であり、飛行機から空港連絡バスやタクシーへの乗り換え

を行う場所
【対象拠点】出雲縁結び空港

交通結節点
【役割】主に市内の地域間の移動における拠点であり、広域幹線や準幹線、支線の結節点

として、乗り換えを行う場所
【対象拠点】川跡駅、雲州平田駅、出雲須佐、小田駅、江南駅、出雲大社前駅、荘原駅

■ 拠点の役割と対象

＜対象者＞
本計画で規定する幹線・支線の対象者は、自分で公共交通を利用して外出できる方や、同行者の介
助があれば公共交通を利用して外出できる方としています。なお、「公共交通を利用して外出できる」と
は、車両への乗車や車両から降車ができる、手荷物や目的地で購入したものなどを持てる、運賃を支
払うことができることなどがあげられます。































・山陽新幹線：新山口駅
・鉄道：ＪＲ山陽本線、ＪＲ山口線、ＪＲ宇部線
・４条バス路線：防長交通､中国ジェイアールバス､宇部市交通局 ５３系統(Ｒ４)
・乗合タクシー：１５社 ・自家用有償旅客運送（阿東地域）
・福祉移送サービス（小郡、阿知須、阿東地域） ・高齢化率 29.8％(Ｒ３)

 平成１７年１０月に１市４町（山口市、小郡町、秋穂町、阿
知須町、徳地町）が合併し、平成２２年１月に阿東町と合併
 人口 １９３，９６６人（令和２年国勢調査）
 面積 １０２３．２３平方キロメートル

地域公共交通の現状

山口市の概要

具体的な課題・問題点

地域公共交通の現況

・過度なマイカーへの依存からの脱却
・利用しやすい公共交通環境の整備
・協働による交通まちづくり
・環境、福祉、スマートシティ等、様々な分野のまちづくりとの連携

・コミュニティバス利用状況調査
実施期間：令和４年１１月７日（月）～１３日（日）
実施手法：ビンゴカード形式によるアンケート調査
回答数：２，４３５件

調査事業の実施

調査事業の概要

山口市公共交通委員会の構成員

委員長 山口市副市長 副委員長 交通ジャーナリスト
学識経験者 自治会連合会 社会福祉協議会 商工会議所 山口運輸支局
警察 山口県 ＪＲ西日本 バス事業者３社 山口地区タクシー協会２社
福祉団体 市民公募委員３名

令和４年度 地域公共交通確保維持改善事業 事業評価
山口市公共交通委員会 （地域公共交通調査事業）の概要

別添４

山口線

山陽本線
新幹線

宇部線



調査事業の結果の概要

地域住民の意見の反映協議会における検討

地域公共交通計画等の計画策定
に向けた方針等

協議会の開催状況 ２回開催
・第１回（Ｒ４年５月３０日）

調査の進め方の確認
・第２回（Ｒ５年１月２４日）

事業評価について

・山口市公共交通委員会において市民公募
委員が参画し、御意見を伺いながら実施
・学識経験者からの意見聴取

事業実施の適切性

・コミュニティバスを利用する年代、性別、目的、頻度などを細かく把握することができた（目視ではわからない項目）
・市内のコミュニティバスごとの利用傾向から観光目的、市民の移動手段としてどのような役割を果たしているか確認することができた
・目的地がはっきりしたことで、利用促進を図る際の方向性のヒントを得ることができた

●事業が計画どおり適切に実施され
た。
・地域公共交通計画策定に必要な調査
ができた。

市民、事業者、行政が協働して、地
域の公共交通の維持確保に取り組む
とともに、公共交通体系の構築を図
り、適切な役割分担のもとで市内の
移動手段を確保していくこととする

取組姿勢

市民の役割

事業者の役割 行政の役割

協働

鉄 道

広域幹線

都市核間幹線

都市拠点内交通

基
幹
交
通

過疎地域支線

地域拠点間支線

地域拠点内、生活拠点内

公共交通不便地域

公共交通空白地域

タクシー
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線
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通
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ィ
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体
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公共交通の役割分担 この度の調査については、計画内における
コミュニティバスの路線バス化など、交通体
系に沿った見直しを行うにあたって活用する
また、効果的で効率的なルートの検討に活

用することでコミュニティバスのあり方を検
討する。

計画全体としては、基幹交通の維持確保を
始めとして、コミュニティタクシーやグルー
プタクシー制度といった地域の移動手段のあ
り方などについても検討を行い。
市内全体の移動がシームレスに行われ、市

民が抱える交通課題を解決できるよう事業等
の位置づけ、検討を行い、マイカーに頼り過
ぎないまちづくりを目指す。



コミュニティバス利用状況調査概要
【概要】

【実施方法】

【集計結果（全体）】

本調査は、第２次山口市民交通計画の見直しに向け、コミュニ
ティバスの利用状況を確認し、今後の路線バス化の可能性やコミ
ュニティバスのあり方等の検討を行うために実施した。

委託先 ：山口市シルバー人材センター
調査方法：ビンゴカード形式（右）によるアンケート調査
実施期間：令和４年１１月７日（月）～１３日（日）
対象路線：山口市コミュニティバス全路線

乗車時 乗車バス停番号を記載してビンゴカードを渡す
降車時 回収して降車バス停番号を記入

利用者数 利用目的 利用頻度

606 598
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587

0

100

200

300

400

500

600

700

0

50

100

150

200

250

大内 若宮発 大内 香山発 吉敷・湯田
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買い物 通院 観光 通勤 通学 その他用事 未選択
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ほぼ毎日 週に数回 月に１回程度

年に数回 その他 未選択









地図

・鉄道：ＪＲ山陰本線 美祢線
・４条バス路線：サンデン交通、防長交通、ブルーライン交通
・乗合タクシー：長門山電タクシー、新日本観光交通、冨士第一交通、

古市タクシー、人丸タクシー、安全タクシー
・自家用有償旅客運送（俵山地域、油谷向津具地域）

⚫ 平成17年3月に１市３町が合併
⚫ 人口 32,519人（令和2年国勢調査）
⚫ 面積 357.31平方キロメートル

⚫

地域公共交通の現状長門市市の概要

具体的な課題・問題点
地域公共交通の現況

・過疎化、高齢化への対応
・生活交通維持確保に係る行政負担の抑制
・中心地と拠点を結ぶ移動手段の確保
・市民ニーズに即した多様な利用促進
・バス停、車両など公共交通の利用環境の改善・整備

・現況調査（人口、高齢化、地形）
・市民アンケート（市内3,500世帯を無作為抽出）
・地域住民のニーズ、交通事業者の現況把握
・公共交通計画の作成（地域内幹線、フィーダー系統）

調査事業の実施

調査事業の概要

別添４
令和４年度 地域公共交通確保維持改善事業 事業評価
長門市公共交通活性化協議会 （計画策定事業）の概要

・高齢化率：44.1％

長門市公共交通協議会の構成員

山口県 長門市 地域住民・利用者代表 学識経験者 サンデン交通㈱ 防長交通㈱ ブルーライン交通㈱ JR西日本長門鉄道部 （一社）山口
県タクシー協会 （公社）山口県バス協会 （一社）長門市観光コンベンション協会 山口運輸支局 長門警察署 山口河川国道事務所 全国
交通運輸労働組合総連合 ＮＰＯ法人むかつく ＮＰＯ法人ゆうゆうグリーン俵山



 

鉄道 

バス路線（幹線） 

主要交通結節点 

観光・交流拠点 

主要目的地（主要医療・商業施設等） 

中心市街地整備バス路線 

地区内交通ベクトル 

道の駅 仙崎（仮称） 

調査事業の結果の概要

地域住民の意見の反映協議会における検討

地域公共交通計画等の計画策定
に向けた方針等

協議会の開催状況 3回開催
・第１回（6月27日）調査の進め方の確認
・第２回（10月14日）

三隅地区デマンド交通運行内容見直
・第３回（12月13日）

事業評価について
公共交通計画素案について

・デマンド型乗合タクシーの運行につい
て、住民説明会を行い、要望等ヒアリン
グを行った。
・本年度8～9月に市内3,500世帯を対象
にアンケート調査を実施し、1,304件の
回答を集計（回収率37.3％）。

事業実施の適切性

・高齢者率、人口減少の推移を調査し、今後の地域公共交通需要がある地域を把握した。
・住民、利用者アンケートを実施し、利用ニーズや満足度を把握し、公共交通体系の再編を検討した。
・地域の課題を整理し、効率よく経済的な運行形態の導入を検討した。

●事業が計画どおり適切に実施された。
・地域公共交通計画策定に必要な調査
ができた。
・令和5年3月末に計画策定予定

・デマンド交通
①オンデマンド運行の推進（ダイヤを廃止しいつでも利用できるように）
②観光二次交通・三次交通としての機能強化（土日運行の検討）
③運行管理者・乗務員研修体制の整備（乗務員間でのサービス差異の解消）

・路線バス
①路線バスの見直し（長門市路線バス協議会（仮称）の設立）←バス３社協議の場
②通学便の充実（運行ダイヤ見直し（循環線18時台の運行検討等））

・鉄 道
①鉄道利用促進活動の推進（美祢線に加え山陰線も沿線自治体と利用促進）
②観光振興・地域活性化に向けた取り組み促進（特別列車や旅行パッケージの造成等）

・貨客混載
①貨物運送ニーズ調査（デマンド交通を利用した貨物運送のニーズ調査）
②貨客混載実証運行
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